第3章　諸手当関係（扶養手当）

第3章　諸手当関係（扶養手当）


· 通　知

○扶養手当の支給に関する運用基準　（昭和34年２月９日　34教財第37号　教育長）

　標記のことについては、「職員の給与に関する条例」（昭和26年福島県条例第９号。以下「条例」という。同条例の例による「福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例」（昭和31年福島県条例第56号）を含む。）及び「職員の給与の支給に関する規則」（昭和35年福島県人事委員会規則第７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、下記のとおり取扱うこととしたから遺漏なく実施されるよう通知する。

記

第１　扶養親族の範囲及び意義

　１　条例第８条第２項に掲げられた扶養親族の範囲については下記の表による。
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２　１に掲げる用語の意義について

(1)　配偶者

民法に従い届出を行った職員の妻又は夫をいう。

　(2)　届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者

適法でないいわゆる内縁関係にある者（不適令婚の者を含む。）をいい、その事実について明確な証明がある場合に限る。

　(3)　22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子

　　　一親等の直系血族である実子又は養子をいう。

　　　実子は摘出であることを要しない。ただし、職員が男子であるときは、認知した子に限るものとする。

　　　職員の実子が他人の養子になっている場合においても、その子が職員の実子であることにつき本号の適用を妨げるものではない。養子は民法に従い養子縁組をした場合に限るものとする。

　(4)　60歳以上の父母

一親等の直系血族である実父母又は養父母をいう。

実父母は、職員が他人の養子になっている場合においても、その父母が、職員の実父母であることにつき、本号の適用を妨げるものではない。養父母は民法に従い養子縁組をした場合に限る。

　(5)　60歳以上の祖父母

二親等の直系血族である実父母の実父母若しくは養父母又は養父母の実父母若しくは養父母をいう。

その他父母の意義に関しては、前号の例よる。

　(6)　22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある孫

二親等の直系血族である実子の実子若しくは養子又は養子の実子若しくは養子をいう。

その他の意義に関しては、前記(3)の例による。

　(7)　22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある弟妹

二親等の傍系血族である弟妹をいい、職員が養子であるときの養家の弟妹並びに父又は母の一方を異にする弟妹を含む。

　(8)　重度心身障害者

次の各号の一に該当する者とする。ただし、その障害は、病状が固定し若しくは回復の見込みがないものとし、老衰による障害を含まないものとする。

　　ア　心身喪失の常況にある者

　　イ　両眼の視力を全く喪失した者又は両眼の視力が0.06以下である者

　　ウ　両耳の聴力を全く喪失した者又は両耳の聴力が耳かくを近接しなければ普通の話声を了解することができない者

　　エ　言語機能を全く喪失した者又はその機能の障害により職業能力が著しく阻害されている者

　　オ　両下肢を足指の中関節以上で喪失し又は両下肢の足指の機能を全く喪失した者

　　カ　一上肢若しくは一下肢の機能を全く喪失した者又はその機能の障害により職業能力が著しく阻害されている者

　　キ　せき柱、胸かく、骨盤、軟部組織の高度の障害、変形等により職業能力が著しく阻害されている者

　　ク　常に就床を要し複雑な看護を要する者

　　ケ　半身不ずいにより職業能力が著しく阻害されている者

　　コ　アからケまでに該当する者以外の者で、それらの障害に類する障害があり、かつ、その障害の程度がそれらの障害の程度以上である者

（注）知的障害者福祉法に基づく、療育手帳制度の実施について（昭和48年９月27日、児発第725号、厚生省児童家庭局長通知）第３の１の(1)に定める障害の程度「Ａ」の者

第２　扶養親族の認定の基準

　１　所得（総収入金額をさすが、(2)のイ又はオの所得を有する場合にあっては社会通念上明らかに当該所得を得るために必要とされる経費実額を控除した額をいい、一時恩給・退職給与等の一時的に生じた所得は含まない。）について、次に掲げる場合のいずれかに該当する者は扶養親族としない。

　　(1)　俸給、給料、賃金及びこれらの性質を有する給与所得その他月を単位とする恒常的な所得を有する者で、その平均所得月額が108,334円以上であると見込まれる者

　　(2)　次の各種所得その他年を単位とする恒常的な所得を有する者で、その所得の合計額が年額1,300,000円以上であると見込まれる者

       ア　年金、恩給その他これらの性質を有する所得

　　　 イ　商業、工業、農業、水産業、医業、著述業その他の事業から生ずる所得

　　　 ウ　公債、社債及び預金の利子並びに合同運用信託の利益

　　　 エ　法人から受ける利益若しくは利息の配当、剰余金の分配又は証券投資信託の収益の分配

　　　 オ　不動産、不動産の上に存する権利又は船舶の貸付による所得

　　(3)　前記(1)及び(2)の各種所得を併せ有する者で、それらの所得の合計額が年額1,300,000円以上であると見込まれる者

２　職員と住居及び生計を一にする同一世帯に属していない者については扶養親族としない。ただし、職員と別居している者については、特に職員の仕送り等によって生計を維持している事実を確認できる場合に限り扶養親族とすることができる。

３　職員の配偶者、兄弟姉妹等が受ける扶養手当又は民間事業所その他これに相当するものの支給の基礎となっている者については扶養親族としない。

４　職員を含む複数の扶養者によって共同して同一人を扶養している場合には、それらの扶養者の収入、生計、扶養の実態等を勘案して職員が主たる扶養者であると確認できる場合に限り扶養親族とする。

ただし、職員と配偶者が共同して子を扶養している場合については、次のいずれかに該当すれば扶養親族とすることができる。
(1)　職員と同居している子を扶養親族とする場合

ただし、複数の子を扶養している場合で、配偶者と別居している職員が扶養替えにより同居している子を扶養親族とする場合は、同居している子全員を扶養親族とする場合に限る。
(2)　公署を異にする異動（任命権者を異にする異動を含む。）又は在勤する公署の移転に伴い扶養親族であった子と別居した職員が、引き続きその子（異動等の前に扶養親族であったすべての子に限る。）を扶養親族とする場合

第３　扶養親族の届出

　１　届出を要する場合

　　　職員（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項、外国の地方公共団体の機関等に派遣される市町村立学校職員の処遇等に関する条例第３条第１項の規定により派遣された職員、公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第１項の規定により派遣された職員及び職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた職員を含む。）が次に掲げる事由が生じた場合は、扶養親族届（第１号様式）により、15日以内に認定権者（本庁各課の職員にあっては、教育総務課長、その他職員にあっては所属長をいう。以下同じ。）に届け出なければならない。

　　　ただし、２に定める添付すべき書類は、その届出に係る事実の生じた日から30日以内に提出することをもって足りるものとする。

(1)　新たに職員となった者に扶養親族（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が９級以上であるも
　 の及び医療職給料表（一）の適用を受ける職員でその職務の級が４級であるもの（以下「行政職９級以上職
員等」という。）にあつては、扶養親族たる子に限る。）がある場合

(2)　任命権者を異にして異動した職員（行政職９級以上職員等を除く。）に、別居している父母、弟妹、祖父母、孫又は重度心身障害者である扶養親族がある場合
(3)　行政職９級以上職員等から行政職９級以上職員等以外の職員となつた職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合
(4)　職員に新たに扶養親族としての要件を具備するに至った者（行政職９級以上職員等に扶養親族たる配偶者、
父母等としての要件を具備するに至つた者がある場合を除く。）がある場合

(5)　扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合

ただし、職員の扶養親族が、22歳に達した日以後の最初の３月31日の経過により、扶養親族としての要件を欠くに至った（以下「22歳年度末による要件喪失」という。）場合及び行政職９級以上職員等に該当し扶養親族たる配偶者、父母等としての要件を欠くに至つた者がある場合を除く。

２　扶養親族届に添付すべき書類は、前項の各号の届出事由ごとに別表に掲げる書類とする。

３　その他届出書の記載について

　　扶養親族届出書には新たに届出る扶養親族のほか、既認定者及び給与条例等適用職員である配偶者に認定され
ている扶養親族の全員について、所定の欄に記入すること。

第４　扶養親族の認定等

　１　認定権者は、職員から届出があった場合には、添付書類等により扶養の実態等を確認し、速やかに認定しなければならない。

２　認定権者は、前項の規定により認定した職員の扶養親族に係る事項その他扶養手当の支給に関する事項を扶養親族認定台帳（第２号様式）に記載するものとする。

３　認定権者は、職員の受ける給料が行政職給料表８級又は９級以上に該当する場合並びに22歳年度末による要件喪失により職員の扶養親族認定に異動が生じた場合は、「扶養手当額決定書」（第７号様式）を作成し、扶養手当の支給額を決定するとともに、扶養親族認定台帳に必要事項を記載するものとする。
４　認定権者は、給与改定に伴い扶養手当の支給認定を受けている職員の扶養手当額に変更があったときは、「給与改定に伴う扶養手当支給額再決定書」（第８号様式）により、当該職員の扶養手当の支給額改定の認定を行うものとする。

第５　支給額及び支給の始期、終期等

　１　扶養手当の支給額は、次の表の区分に応じ、それぞれ次に掲げる額とする。

	扶養親族の区分
	支給額

	配偶者
	6,500円

	配偶者（行政職給料表８級の職員）
	3,500円

	子
	各10,000円

	父母等
	各6,500円

	父母等（行政職給料表８級の職員）
	各3,500円

	特定期間にある子の加算額
	各5,000円


※　配偶者は内縁関係にある者を含む。
※　扶養親族たる配偶者、父母等に係る扶養手当は、行政職９級以上職員等に対しては、支給しない。
※　「特定期間にある子」とは、15歳に達する日後の最初の４月１日から22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子をいう。

２　扶養手当の支給の開始は、その届出が次に掲げる事実の生じた日から15日以内になされたときは、その日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。ただし、添付すべき書類が、事実の生じた日から30日を経過した後に提出されたときは、その添付書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。

なお、その届出が事実の生じた日から15日を経過した後になされたときは、その届出書類（扶養親族届及び添付書類をいう。以下同じ。）を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。

　(1)　新たに職員となった者に扶養親族（行政職９級以上職員等にあつては、扶養親族たる子に限る。）がある場
合は、その者が職員となった日

　(2)　任命権者を異にして異動した職員（行政職９級以上職員等を除く。）に次のいずれかに該当する扶養親族が
ある場合は、その者が異動した日

　　ア　別居している父母、弟妹、祖父母、孫又は重度心身障害

　　イ　育児休業の状態にある配偶者

　(3)　婚姻については、その婚姻の日

　　　ただし、内縁関係にある場合については、認定権者がその届出書類を受理した日

　(4)　養子縁組については、その養子縁組の日

　(5)　出生については、その出生の日

　(6)　60歳については、その出生した日の応答日

　(7)　第２の１の(1)については、その退職の日の翌日若しくは所得月額が108,334円未満であると見込まれる日

　(8)　第２の１の(2)及び(3)については、所得合計額が年額1,300,000円未満であると見込まれる日
　(9)　行政職９級以上職員等から行政職９級以上職員等以外となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある
場合において、その職員に扶養親族たる子で届出に係るものがないときは、行政職９級以上職員等以外の職員になった日
　(10) その他の場合については、認定権者が扶養親族届を収受した日

３　扶養手当の支給の終了は、次に掲げるそれぞれの日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）とする。
　(1)　職員が離職又は死亡した場合においては、それぞれ離職し又は死亡した日

　(2)　離婚又は離縁については、それぞれ離婚又は離縁した日

ただし、内縁関係の解消については、当該事実の生じた日

　(3)　死亡については、その死亡した日

　(4)　子、孫又は弟妹については、22歳に達する日以後の最初の３月31日

　(5)　第２の１の(1)については、その就職の日若しくは所得月額が108,334円以上であると見込まれる日

　(6)　第２の１の(2)及び(3)については、所得合計額が年額1,300,000円以上であると見込まれる日
　(7)　行政職９級以上職員等以外の職員から行政職９級以上職員等となつた職員に、扶養親族たる配偶者、父母
等で届出に係るものがある場合において、その職員に扶養親族たる子で届出に係るものがないときは、行政職９級以上職員等となつた日
　(8)　その他の場合については、その事実の生じた日

４　扶養手当の支給額の改定は、次に掲げるそれぞれの事実の生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。

　　ただし、増額改定となるもの（(4)及び(7)の場合を除く。）の扶養手当の支給額の改定については、届出が事実の生じた日から15日を経過してなされた場合においては、その届出書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。

(1)　扶養手当を受けている職員にさらに第４の第１項第３号に掲げる事実が生じた場合（増額改定となるもの）
(2)　扶養手当を受けている職員の扶養親族（行政職９級以上職員等にあつては、扶養親族たる子に限る。）の一部について扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（減額改定となるもの）
(3)　扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親族たる子で第４の第１項の規定による届出に係るものがある行政職９級以上職員等が行政職９級以上職員等以外の職員となつた場合
(4)　子以外の扶養親族を有する行政職給料表８級職員が行政職給料表８級職員及び行政職９級以上職員等以外の職員となつた場合（増額改定となるもの）
(5)　扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親族たる子がある場合で行政職９級以上職員等以外のものが行政職９級以上職員等となつた場合（減額改定となるもの）
(6)　扶養親族たる配偶者、父母等がある職員で行政職８級職員及び行政職９級以上職員等以外のものが行政職８級職員となつた場合
 (7)　特定期間にある子となった場合は、15歳以上に達する日後の最初の４月１日（増額改定となるもの）

(注)　(4)から(7)のいずれかに該当する場合、認定権者は、「扶養手当額決定書」（第７号様式）を作成し、扶養手当の支給額を決定するとともに、扶養親族認定台帳に必要事項を記載するものとする。

５　扶養親族の収入が不安定な場合の認定について

月の就業日数又は就業時間数の変動等により、各月の収入額が不安定である場合の扶養親族の認定については、前記２及び３の規定にかかわらず、次の各号に掲げる日の場合に応じ、当該各号に掲げる日により取り扱うものとする。

(1)　扶養親族としての要件を具備する日

３か月間の給与所得等の平均所得月額が108,334円未満であり、将来とも同程度の収入が予想される場合（当初から給与所得等の月額が108,334円未満と見込まれる場合を除く。）　108,334円未満となった月（３か月のうち最終の就業月をいう。）の翌月の初日
(2)　扶養親族としての要件を欠く日

３か月間の給与所得等の平均所得月額が108,334円以上であり、将来とも同程度の収入が予想される場合（当初から給与所得等の月額が108,334円以上と見込まれる場合を除く。）　108,334円以上となった月（３か月のうち最終の就業月をいう。）の翌月の初日

第６　扶養親族の確認

　１　認定権者は、扶養親族の認定及び手当受給の適否を審査するため、適宜関係書類の提出を求め又は実態調査をすることがある。

　２　扶養親族の認定及び手当の支給が適切でないと認めた場合には、認定を解消し又はその支給額を改定し、あるいは遡って返納させることがある。

第７　給料を減額された場合の支給の方法

扶養手当は、職員が次の各号に掲げる場合に該当し、給料が減額されるときにおいても減額しないものとする。

　　(1)　条例第12条の規定により、給与を減額された場合

　　(2)　地方公務員法第29条の規定により、減給の処分を受けた場合

第８　給料の支給を停止された場合の支給の方法

職員が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、その期間中、支給されないものとする。この場合において休職等の処分のあった日（その日が月の初日であるときを除く。）又は復職等の日（その日が月の初日であるときを除く。）の属する月分の扶養手当は給料の日割計算の例により支給するものとする。

　　(1)　無給休職にされた場合

　　(2)　停職にされた場合

　　(3)　専従休職の許可を受けた場合

　　(4)　育児休業をしている場合

　　(5)　大学院修学休業をしている場合

　　(6)　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項、外国の地方公共団体の機関等に派遣される市町村立学校職員の処遇等に関する条例第３条第１項又は公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第１項の規定により派遣された場合（同条例第４条の規定により扶養手当を支給することとされた場合を除く。）

　　(7)　職員の自己啓発等休業に関する条例第２条第１項の規定により自己啓発等休業の承認を受けた場合

　　(8)  職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合

第９　その他

　１　職員が公署を異にして異動（任命権者を異にする異動を含む。）した場合には、旧所属長は、当該職員に係る「扶養親族認定台帳」及び既に提出された届出書類の写しを保管し、原本を新所属長に送付するものとする。ただし、職員の異動先が、知事部局、企業局、病院局（本局）、議会事務局又は各種委員（会）事務局であるときは、職員業務課長に送付するものとする。
　２　新所属長は、異動した職員に対し「扶養親族認定台帳」により異動前の扶養手当の支給内容及び異動後の支給要件の変更の有無を発議書により確認するものとする。その際、支給要件に変更がない場合には、再認定手続きは必要ないものとする。

（附則）

（略）

この基準は、令和２年4月1日から適用する。

別　表

○記入上の注意

１　「届出の理由」欄には、該当する理由の□にレ印を付すこと。
２　「続柄」欄には、職員との続柄を、「同居別居の別」欄には、職員との同居又は別居の別を記入する。

３　「年（月）収」欄には、給与所得、資産所得、事業所得、年金所得等の所得がある場合、これらの種類ごとその金額を記入する。

４　「異動年月日」欄には、新たに職員となった者に扶養親族たる要件を具備する者がある場合はその職員となった日、任命権者を異にして異動した職員に別居している父母、弟妹、祖父母、孫若しくは重度心身障害者又は育児休業の状態にある配偶者がある場合は異動の日を記入し、職員に扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合又は要件を欠くに至った者がある場合は、それぞれの事実を生じた日を記入する。

５　「届出の内容」欄には、扶養手当を受ける事実の生じた理由（例えば婚姻、出生、60歳以上、離婚等）又は扶養手当の支給を受ける事実がなくなった理由（例えば就職、死亡、離婚等）をそれぞれ記入する。

６　配偶者が県職員又は県費負担教職員の場合には、「配偶者（給与条例等適用職員）の扶養親族認定状況」欄を記入すること。

○　扶養親族届の添付書類

　(ｱ)　次の表に掲げる扶養親族の範囲ごとに定める必要書類

	「扶養親族届出
書」の提供を要
する場合の区分
	扶　　養　　親　　族　　届　　の　　添　　付　　書　　類

	増　認　定　の　場　合
	配偶者
	１　配偶者の「戸籍抄本」（職員との続柄が確認できる場合は、「住民票抄本」でも可。

	
	
	ただし、届出事由が婚姻の場合を除く。）

	
	
	２　内縁関係にある場合にはその事実を証明できる書類

	
	
	３　配偶者の「所得証明書」

	
	
	　　なお、営業所得等を有する場合には、「確定申告書」の写し及び必要経費の内訳を明記した書類

	
	
	　　また、年金、恩給、扶助料等の所得を有する場合には、その証書等の写し

	
	
	４　「扶養に関する申立書」（第３号様式）

	
	
	５　就業している者については、「給与等支払証明書」（第４号様式）（給与条例等適用職員を除く。）

	
	
	６　退職後１年以内の者については、退職及び雇用保険未加入に関する事業所の証明書又は「離職票１、２」（原本）若しくは「雇用保険受給資格者証」（原本）（ただし、雇用保険受給終了又は所得限度額内受給の場合は写しでも可）

	
	
	７　育児休業者については、育児休業の承認を受けた「辞令書」の写し

	
	
	　　ただし、育児休業者が給与条例等適用職員の場合には、育児休業手当金（変更）請求書、育児休業者が給与条例等適用職員以外の場合には、「育児休業中の賃金制度等に関する証明書」(第６号様式）

	
	
	

	
	22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子
	１　子の「戸籍抄本」（職員との続柄が確認できる場合は、「住民票抄本」でも可。）

	
	
	２　「扶養に関する申立書」（第３号様式）

	
	
	３　職員の配偶者の勤務所からの「扶養手当に関する証明願」（第５号様式）

	
	
	　（ただし、配偶者が給与条例等適用職員である場合は、添付を省略することができる。）

	
	
	４　義務教育終了後の子である場合は、子の「所得証明書」

	
	
	　　なお、営業所得等を有する場合には、「確定申告書」の写し及び必要経費の内訳を明記した

	
	
	書類

	
	
	　　また、年金、恩給、扶助料等の所得を有する場合には、その証書等の写し

	
	
	５　子が就業している場合には、「給与等支払証明書」（第４号様式）

	
	60歳以上の父母
	１　父母の「戸籍謄本」（職員及び職員の兄弟姉妹が記載されているもの）

	
	
	２　父母の世帯の「住民票謄本」（続柄のわかるもの）

	
	
	３　職員、被扶養者及び被扶養者と同居している者のうち収入のある者全員の「所得証明書」（第１の１の表により、扶養親族の範囲に含まれない者を除く。）

	
	
	なお、営業所得等を有する場合には、「確定申告書」の写し及び必要経費の内訳を明記した書類

	
	
	　　また、年金、恩給、扶助料等の所得を有する場合には、その証書等の写し
４　「扶養に関する申立書」（第３号様式）

	
	
	５　被扶養者の配偶者及び職員の兄弟姉妹が就業している場合には、勤務所からの被扶養者の「扶養手当に関する証明願」（第５号様式）

	
	
	６　被扶養者が就業している場合には、「給与等支払証明書」（第４号様式）

	
	
	７　被扶養者の配偶者及び職員の兄弟姉妹の「主として扶養できない理由書」（被扶養者の配偶者以外は被扶養者と別居している者を除く。）

	
	
	　

	
	22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある弟妹
	１　父母の「戸籍謄本」（職員及び職員の兄弟姉妹が記載されているもの）

	
	
	２　弟妹の世帯の「住民票謄本」（続柄のわかるもの）

	
	
	３　職員、被扶養者及び被扶養者と同居している者のうち収入のある者全員の「所得証明書」（第１の１の表により、扶養親族の範囲に含まれない者を除く。）

	
	
	なお、営業所得等を有する場合には、「確定申告書」の写し及び必要経費の内訳を明記した書類

	
	
	　　また、年金、恩給、扶助料等の所得を有する場合には、その証書等の写し

	
	
	４　「扶養に関する申立書」（第３号様式）

	
	
	５　父母及び他の兄弟姉妹が就業している場合には、勤務所からの被扶養者の「扶養手当に関する証明願」（第５号様式）

	
	
	６　被扶養者が就業している場合には、「給与等支払証明書」（第４号様式）

	
	
	７　父母及び他の兄弟姉妹の「主として扶養できない理由書」（被扶養者と別居している者を除

く。）

	
	
	

	
	60歳以上の祖父母
	１　祖父母及び父母の「戸籍謄本」（父母の兄弟姉妹及び職員と職員の兄弟姉妹が記載されているもの）

	
	
	２　祖父母の世帯の「住民票謄本」（続柄のわかるもの）

	
	
	３　職員、被扶養者及び被扶養者と同居している者のうち収入のある者全員の「所得証明書」（第１の１の表により、扶養親族の範囲に含まれないものを除く。）

	
	
	　　なお、営業所得等を有する場合には、「確定申告書」の写し及び必要経費の内訳を明記した書類

	
	
	４　「扶養に関する申立書」（第３号様式）

	
	
	５　被扶養者の配偶者、子及び職員の兄弟姉妹が就業している場合には、勤務所からの被扶養者の「扶養手当に関する証明願」（第５号様式）

	
	
	６　被扶養者が就業している場合には、「給与等支払証明書」（第４号様式）

	
	
	７　被扶養者の配偶者、子及び職員の兄弟姉妹の「主として扶養できない理由書」（被扶養者の配偶者以外は被扶養者と別居している者を除く。）

	
	
	　

	
	22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある孫
	１　職員及び職員の子の「戸籍謄本」

	
	
	２　孫の世帯の「住民票謄本」（続柄のわかるもの）

	
	
	３　職員、被扶養者及び被扶養者と同居している者のうち収入のある者全員の「所得証明書」（第１の１の表により、扶養親族の範囲に含まれない者を除く。）

	
	
	　　なお、営業所得等を有する場合には、「確定申告書」の写し及び必要経費の内訳を明記した書類

	
	
	４　「扶養に関する申立書」（第３号様式）
５　被扶養者の配偶者、父母及び兄弟姉妹が就業している場合には、勤務所からの被扶養者の「扶養手当に関する証明願」（第５号様式）　
６　被扶養者が就業している場合には、「給与等支払証明書」（第４号様式）

	
	
	７　被扶養者の配偶者、父母及び兄弟姉妹の「主として扶養できない理由書」（被扶養者の配偶者以外は被扶養者と別居している者を除く。）

	
	
	　

	
	重度心身障害者
	１　被扶養者の「戸籍謄本」

	
	
	２　被扶養者の世帯の「住民票謄本」（続柄のわかるもの）

	
	
	３　職員、被扶養者及び被扶養者と同居している者のうち収入のある者全員の「所得証明書」

	
	
	なお、営業所得等を有する場合には、「確定申告書」の写し及び必要経費の内訳を明記した書類

	　
	
	　　また、年金、恩給、扶助料等の所得を有する場合には、その証書等の写し

	
	
	４　「医師の診断書」等終身労務に服することができないことが証明できるもの

	
	
	５　「扶養に関する申立書」（第３号様式）

	
	
	６　同居者が就業している場合には、勤務所からの被扶養者の「扶養手当に関する証明願」（第５号様式）

	
	
	７　被扶養者が就業している場合には、「給与等支払証明書」（第４号様式）

	
	
	８　被扶養者の配偶者、父母及び兄弟姉妹の「主として扶養できない理由書」（被扶養者の配偶者以外は被扶養者と別居している者を除く。）

	
	
	

	減認定の場合
	死亡
	　被扶養者の「戸籍抄本」又は「死亡診断書」若しくは「埋葬許可書」の写し

	
	離婚
	　職員の「戸籍抄本」ただし、内縁関係の解消については職員の「申立書」

	
	離縁
	　職員の「戸籍抄本」

	
	所得限度額超過
	　「給与等支払証明書」（第４号様式）又は収入を生ずるに至った日及び年間収入見込額を記載した理由書

	
	
	　なお、年金、恩給、扶助料等の所得を有する場合には、その証明書の写し

	異動等の場合
	任命権者を異にして転入した場合
	　別居している父母、弟妹、祖父母、孫又は重度心身障害者である扶養親族がある場合　扶養親族の範囲ごとに定める必要書類

	
	
	

	
	国、独立行政法人又は他の地方公共団体からの割愛採用
	１　扶養親族に異動がない場合　本県採用前に認定になっていたことを証明する書類

	
	
	２　扶養親族に異動がある場合　扶養親族の範囲ごとに定める必要書類


 (ｲ)　その他の場合


[image: image2.emf]届　　出　　事　　由 扶　養　親　族　届　の　添　付　・　書　類　

扶養替により手当額が改定される場合等 「扶養に関する申立書」（第３号様式）


（注）(1)　「戸籍抄本」、「戸籍謄本」、「住民票抄本」、「住民票謄本」及び「所得証明書」については、写しによることができるものとする。

　　　(2)　上記書類によっても扶養事実等が明確でない場合については、その都度証拠書類等の提出を求めることができるものとする。

　　　(3)　扶養手当を受けていた職員が退職し、その日以後１年以内に再採用された場合において、退職時の届出内容に変更がない場合に限り、扶養親族届に退職時の届出書の写し及び職員の申立書を添付することにより、この表に掲げる書類の添付を省略することができる。

(教育委員会用）
第１号様式　　　　　　　扶　養　親　族　届　　　　収　受　印

	
	
	
	
	
	 　　　 　年 　　月 　　日提出
	
	配偶者（給与条例等適用職員）の扶養親族認定状況

	 任命権者
 福島県教育委員会様
	
	勤務公署名
	
	職名
	
	氏名
	
	
	配偶者氏名
	
	配偶者勤務公署名
	

	     職員の給与に関する条例第9条第1項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。
	
	扶養親族の氏名
	職員との
続　柄
	生　年　月　日
	 職員との
 同居別居
 の　　別
	担 当 者 確 認 欄

	
	 届出の理由 □1　新たに職員となった
  　　　　  □2　新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある
  　　　 　   □3　扶養親族たる要件を欠くに至った者がある（子、孫及び弟妹で22歳の年度末を超えた者を除く）
  　　　　  □4　その他（扶養替、他の給与条例等適用職員の扶養親族が異動（22歳年度末による要件喪失
 　　　　　　　　　　　の場合を除く）したことによる手当額の改定）
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	配偶者の扶養手当
	配偶者
	

	
	
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	
	配偶者
（８級以上）
	

	
	
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	
	子
	

	
	
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	
	父母等
	

	
	
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	
	父母等
（８級以上）
	

	
	
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	       ・   ・
	
	
	
	加算対象者数
	

	区
分
	扶養親族のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 6(ふりがな),氏名)
	続柄
	 生　年　月  日
	同 居
別 居
の 別
	 職　 業
	年（月）収
	異　　動
年 月 日
	届出の内容
	
	扶 養 手 当 の 月 額
	合　計　　　　　　　　　円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	種類
	 金　　額
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	決
裁
欄
	上記のとおり認定してよろしいか伺います。

	今
回
届
出
者
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	    ・  ・
	
	
	
	認定権者
	課　　　員
	起案者

	
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	    ・  ・
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	    ・  ・
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	    ・  ・
	
	
	
	起 案
	   ・   ・
	決 裁
	   ・   ・
	
	
	

	
	
	
	      ・   ・
    ・  ・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	既
認
定
者
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	前月の手当額
	         円
	
	　　　　年　　月 例月 ・ 期末  入力
	※「給与マスター基本（修正）通知書７」により電算入力
   すること。
 ※ 変更がある場合には、「給与マスター基本（修正）通知
   書９」により電算入力すること。

	
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	
	
	
	寒冷地手当の世帯
区分の変更の有無
	有　・　無
	

	
	
	
	      ・   ・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 所属コード
	 職 員 番 号
	 　　　　　　　　　　※ 認  定  事  項（電算入力事項）

	
	
	扶　養　手　当
	「自」年月
	「至」年月
	届出事実
発生年月日
	届 出 年 月 日

	
	
	配偶者
	（８級以上）

配偶者
	子
	父母等
	（８級以上）

父母等
	加算対象者
	手　　当　　額
	年　号
	年
	月
	年　号
	年
	月
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	・    ・
	・    ・

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	届出受理
年　月　日
	開始
 支給　改定　年月日
終了

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　円
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	・    ・
	・    ・
	


　◎太枠内の各欄は届出者が記入すること。（裏面「記入上の注意」等を参照のこと。）
第２号様式
                                         扶養親族認定台帳                 （　　　　年　　月　　日作成）

	
	所属所名所属所名
	
	
	
	
	
	
	
	
	 氏  　名
	
	

	
	異動年月日
	・　・
	・　・
	・　・
	・　・
	・　・
	・　・
	・　・
	
	 職員番号
	
	
	
	
	
	
	
	


１　扶養親族の状況
	氏　　名
	続　柄
	生年月日
（加算開始時期）
	                増　　　　　　　　　　　　員
	                  減　　　　　　　　　　　　　　員

	
	
	
	届 出 事 由
	届出事実の
発生年月日
	届出年月日
	受理年月日
	手当支給の始期
	届 出 事 由
	届出事実の
発生年月日
	届出年月日
	受理年月日
	手当支給の終期
（２２歳年度末）

	
	配偶者
	・　　・
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年　 月分まで

	
	
	
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年　 月分まで

	
	
	
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年　 月分まで

	
	
	
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年　 月分まで

	
	
	
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年　 月分まで

	
	
	・　　・
 （　年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年　 月分まで
 （ 　年３月）

	
	
	・　　・
 （　年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年 　月分まで

 （ 　年３月）



	
	
	・　　・
  （  年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年 　月分まで
 （ 　年３月）

	
	
	・　　・
 （　年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年 　月分まで

 （ 　年３月）

	
	
	・　　・
 （　年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年 　月分まで

 （ 　年３月）

	
	
	・　　・
 （　年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年 　月分まで
 （ 　年３月）

	
	
	・　　・
 （　年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年 　月分まで
 （ 　年３月）

	
	
	・　　・
 （　年４月）
	
	・　・
	・  ・
	・　・
	年　月分～
	
	・　・
	・　・
	・  ・
	 年 　月分まで
 （ 　年３月）


  〈記入上の注意〉
(１)　「生年月日（加算開始時期）」欄には、加算措置の対象となる子について、加算開始の時期を（　）内に記入する。
(２)　「届出年月日」欄には、届出提出日を記入する。
(３)　「受理年月日」欄には、届出に必要なすべての添付書類を受け取った日を記入する。
(４)　「手当支給の終期（22歳年度末）」欄の（　）内には、子・孫・弟妹が22歳年度末により支給要件を喪失する時期を記入する。
(５)　子・孫・弟妹が22歳年度末により支給要件を喪失した場合は、「届出年月日」及び「受理年月日」欄の記入は要しない。なお、「届出事由」欄には、「２２歳年度末」と記入する。
（裏面）
２　配偶者の状況
	台帳作成時の配偶者の有無
	□ 有　□ 無
	 配偶者が給与条例等適用職員かどうか
	 □ 該当　□ 非該当

	配偶者の有無の異動（配偶者以外の扶養親族を有する場合に記入する。）

	配偶者の無い職員となった
	配偶者の有する職員となった

	届出事実の発生年月日
	・　　  ・
	届出事実の発生年月日
	・　　　・

	届出年月日
	・　　　・
	届出年月日
	・　　　・

	受理年月日
	・　　　・
	受理年月日
	・　　　・


３　扶養手当の月額の状況（支給額の改定）
	手当額の異動事由
及び支給開始、改定
又は終了年月日
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・
	・ 　・

	扶
養
親
族
	配偶者
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無
	□有・扶養
□有・非扶養
□無

	
	子
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人
	    　　　人

	
	その他
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人

	
	加算措置の対
象となる子
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
	          人
  （　　　）
	          人
  （　　　）

	扶養手当の月額
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円
	          円

	認
定
権
者
の
確
認
	確認年月日
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・
	   ・　 ・

	
	確認欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


〈記入上の注意〉　「配偶者」欄には、配偶者の有無及び配偶者有りの場合における扶養認定の状況について、該当する□に印を付ける。
第３号様式                                                            　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
扶養に関する申立書
	所属名
	
	職　名
	
	氏　名
	(自署)

	 　今回届出の被扶養者（続柄　　　　　氏名　　　　　　　　　　）を私が扶養しなければならない
 理由は下記のとおりであることを申し立てます。

	 (1)　扶養しなければならない理由、扶養の実態（※詳細に記入すること）

	 (2)　他の扶養義務者の状況（注１）

	続　柄
	氏　　　　　名
	年齢
	同居
別居
の別
	職　　　業
	住　　　　　　　　　　　所
	扶養の
有無
（送金額）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	 (3)　被扶養者の職歴等（注２）

	
	 今回届出の被扶養者
	 左の配偶者（氏名　　　　　　）

	 職業、勤務箇所
 （就業していた期間）
	 ①
  （　・　・ 　～ 　・　・　　）
	 ①
  （　・　・ 　～ 　・　・　　）

	
	 ②
  （　・　・ 　～ 　・　・　　）
	 ②
  （　・　・ 　～ 　・　・　　）

	 雇用保険の給付の有無
（支給開始年月日、日額）
	 　　　□有　　　　□無
 （　・　・　から　　　　　　円）
	 　　　□有　　　　□無
 （　・　・　から　　　　　　円）

	 恩給、年金等の額
	                             　　　円
	                          　　  円

	 事業収入、その他の所得金額
	                             　　　円
	                    　　        円


注１　(2)の「他の扶養義務者」とは、被扶養者に対して扶養義務を負う職員以外の者をいう。
　　　　　①　子…………職員の配偶者
　　　　　②　父母………被扶養者の配偶者及び職員の兄弟姉妹
　　　　　③　祖父母……被扶養者の配偶者、被扶養者の子及び職員の兄弟姉妹
　　　　　④　弟妹、孫、重度心身障害者……被扶養者の父母及び被扶養者の兄弟姉妹
        「扶養の有無」について、「有」の場合には、送金額も記入すること。
　２　(3)の「職業、勤務箇所」については、最終の勤務について記入すること。
      ただし、過去１年以内に複数の会社等に勤務していた場合については、それぞれの期間について記入すること。（無職の場合には「無職」と記入すること。）
第４号様式
　　　　　　　給与等支払証明書（雇用契約内容について記入）
１　被雇用者氏名     　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年　　月　　日生）
２　採用年月日　　　　　　年　　月　　日
３　健康保険等の加入　　有（　　　　年　　月　　日から加入）　　無
４　給料・賃金等　　（月・日・時間）当たり　　　　　　　円（　　　　年　　月から）
５　勤務を要しない日 　　　　　　　　　　　　　　　      （勤務のない曜日等を記入）
６　月平均の勤務時間  （１日　　時間×　　日＝　　　　　時間）
７　給与等支払状況  （前１年間の支払い状況について記入）
                                                                      （単位：円）
	支 払
対 象
年 月
	     支払金額（支払区分ごとに記入）
	給料等の積算内訳
（＠円×時間等）

	
	給料・賃金等
	通勤費
	超勤等分
	合       計
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


８　賞与の支払　　　　　　有　　　　無　　（前１年間の支払い状況について記入）
	支払年月
	支払金額
	支払年月
	支払金額
	支払年月
	支払金額

	
	
	
	
	
	


　上記のとおり相違ないことを証明する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　電話番号  　　（　　　　）　　　－
　　　　　　　　　　事業所名
　　　　　　　　　　事業所長                                               　印
第５号様式

	扶養手当に関する証明願

	               　　　　　　　　

様
	申
請
人
	住　 所
	

	
	
	氏   名
	                             

	　下記の者は、私の扶養親族として認定されていないこと及びこの者に係る扶養手当（これに相当する家族手当等を含む。）を受給していないことを証明願います。
（氏　　      名）　　　　　　　　　　　　 　　　
（生  年  月  日）　　　　　　　　　　　 　　　　
（申請人との続柄）　　　　　　　　　　　　　　　

	　上記のとおり相違ないことを証明する。
　　　　　　　　年　　月　　日
住　　所
事業所名                                 　　　　　印


第６号様式
育児休業中の賃金制度等に関する証明書
１　被雇用者氏名
２　育児休業期間　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで
３　育児休業期間中における賃金等の支給状況
　＊　該当するものに○印を付した上で、できるだけ詳しく記入してください。
　　　就業規則等の該当部分を添付してください。
	(１)　賃金について
　　　育児休業期間中の賃金は（　全額支給　・　一部支給　・　無給　）
        ※　一部支給の場合、支給する期間、金額等について記入してください。

	(２)　賞与等について
　　　育児休業期間中の賞与等は（　全額支給　・　一部支給　・　無給　）
        ※　全額支給又は一部支給の場合、支給（予定）日を記入してください。
支給（予定）日　　　　　　年　　月　　日　　　　　　年　　月　　日
年　　月　　日　　　　　　年　　月　　日

	(３)　名称を問わず（１）、（２）以外で育児休業期間中に支給されるもの（例えば、給付金等）があれば、その名称、支給額、支給月日等について記入してください。


　上記のとおり相違ないことを証明する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　（　　　　）　　　－　
                      　　　　　 事業所名
　　　　　　　　　　　　　　事業所長名　                                       　　　　 印

	第７号様式                         扶　養　手　当　額　決　定　書

	福 島 県 教 育 委 員 会　様
	所　　　属
	　
	所属コード
	　

	職　名
	氏　　　名
	減認定又は支給額の改定の対象となる扶養親族
	既　決　定　事　項
	決　定　事　項
	支給改定年月日
	備　考

	
	
	氏　名
	続　柄
	生年月日
	認定等の事由
	配偶者
	（８級以上）

配偶者
	子
	父母等
	（８級以上）

父母等
	加算対象額
	手当額
	配偶者
	（８級以上）

配偶者
	子
	父母等
	（８級以上）

父母等
	加算対象額
	手当額
	
	

	
	職員番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　上記のとおり（減認定・増額改定）決定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
	決定権者
	　課　　　　　　　　　員
	起案者

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決定権者　職　氏名
	
	　
	　

	①　認定等事由欄は、「２２歳年度末による要件喪失」、「特定期間の子」、「行政職給料表８級以上該当」等と記入すること。

	②　４月例月処理時に「給与マスター基本（修正）通知書７」を入力しているため、４月分給与等領収書により該当職員の決定額を確認すること。


	
	第８号様式　　　　　　　　　　給与改定に伴う扶養手当支給額再決定書

	　
	
	　
	所属名
	　

	氏　　　名
	既　決　定　事　項
	決　定　事　項
	これらの
決定年月日

	
	配　偶　者
	（８級以上）

配偶者
	子
	父母等
	（８級以上）

父母等
	対象の子

加算措置
	扶養手当額
	配偶者
	（８級以上）

配偶者
	子
	父母等
	（８級以上）

父母等
	対象の子

加算措置
	手当額
	支給改定
年月日
	

	（職員番号）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	　　　
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	
	
	
	0
	　
	
	
	
	
	
	0
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		扶　 養　 親   族　 の　 範 　囲　 一 　覧　 表 タモツオサムオヤゾクハンカコイイチランオモテ

		親　　　　　族　　　　　関　　　　　係 オヤゾクセキカカリ												扶養親族の範囲に含まれるもの　　○
扶養親族の範囲に含まれないもの　× フヨウシンゾクハンイフクフヨウシンゾクハンイフク

		配　　　　　　　　偶　　　　　　　　者
（届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） クバグウシャトドケデジジツジョウコンインカンケイドウヨウジジョウモノフク												○

		一親等の親族 イッシントウシンゾク		22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子 サイタッヒイゴサイショガツニチアイダコ				血　族 チゾク		実子 ジツゴ

										養子 ヨウシ

								姻　族 インゾク		継子 ケイシ				×

				60歳以上の父母 サイイジョウフボ				血　族 チゾク		実父母 ジツフボ				○

										養父母 ヨウフボ

								姻　族 インゾク		継父母 ケイフボ				×

										配偶者の ハイグウシャ		実 父 母 ジツチチハハ

												養 父 母 ヨウチチハハ

		二親等の親族 ニシントウシンゾク		60歳以上の祖父母 サイイジョウソフボ				血　族 チゾク		実父母の ジツフボ		実 父 母 ジツチチハハ		○

												養 父 母 ヨウチチハハ

										養父母の ヨウフボ		実 父 母 ジツチチハハ

												養 父 母 ヨウチチハハ

				２２歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある孫 サイタッヒイゴサイショガツニチアイダマゴ						実子の ジッシ		実子 ジッシ

												養子 ヨウシ

										養子の ヨウシ		実子 ジッシ

												養子 ヨウシ

				22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある弟妹 サイタッヒイゴサイショガツニチアイダオトウトイモウト				血　族 チゾク		弟妹 オトウトイモウト

								姻　族 インゾク		配偶者の弟妹 ハイグウシャオトウトイモウト				×

		　　　重　度　心　身　障　害　者 シゲルドココロミサワガイシャ												○
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